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様式第１（第３条関係）

託　送　収　支　計　算　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

費用の部 収益の部

項目 金額 項目 金額

営業費用 180,331,589 営業収益 192,878,093

供給販売費 141,595,940 　託送供給収益 190,241,189

労務費 12,021,413 　事業者間精算収益 997,913

諸経費 85,745,544 　最終保障供給収益 65

修繕費 23,744,651 　その他託送供給関連収益 1,638,926

消耗品費 3,940,871 　　（補償料等収入） 1,083,365

賃借料 3,509,099 　　（償却分区域外工事負担金収入） 513,305

租税課金 14,409,516

固定資産除却費 9,260,722

需給調整費 2,419,554

バイオガス調達費 -

需要調査・開拓費 2,179,698

事業者間精算費 1,095,354

その他経費 25,186,079

減価償却費 43,828,983

一般管理費 37,414,499

人に係る業務 1,646,772

資産に係る業務 2,296,736

その他 30,853,307

事業税 2,617,684

託送供給特定費用 1,297,357

最終保障供給費用 23,793

営業利益 12,546,504

営業外費用 3,298,116 営業外収益 1,529,757

資金調達 2,443,152 　資金運用 16,976

雑支出等 308,630 　雑収入 1,123,375

その他 546,335 　その他 389,406

特別損失 - 特別利益 -

税引前託送供給関連部門当期純利益 10,778,145

法人税等 3,017,881

託送供給関連部門当期純利益 7,760,264

(注)区域外工事負担金収入額については、別表第１、１．（７）の規定により、当該区域外工事負担金収入額を

　　　分割して整理している。

‐１‐



（託送収益明細表）

（単位：千ｍ３、千円、円／ｍ３）

託送供給量 託送収益 単価

託送供給収益 7,697,996 190,241,189 24.71

事業者間精算収益 328,709 997,913 3.04

最終保障供給収益 65

その他託送供給関連収益 1,638,926

託送収益合計 8,026,705 192,878,093 23.83

‐２‐



様式第２（第４条関係）

託　送　資　産　明　細　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

(注) 建設仮勘定、設備勘定（有形）、無形固定資産、長期前払費用及び繰延資産は、期央残高により算定している。

（本支管投資額実績表） （単位：千円）

直　近　実　績

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

主要導管 3,955,245 2,809,420 6,569,012 5,142,931 7,052,766 5,105,875

本支管（主要導管以外） 20,714,729 23,069,457 26,114,680 23,216,797 20,977,486 22,818,630

計 24,669,974 25,878,877 32,683,692 28,359,728 28,030,252 27,924,505

繰延資産 -

託送資産合計 315,451,843

項目 5年平均額

無形固定資産 16,276,687

長期前払費用 217,495

運転資本 16,665,257

項　　目 金　　額

建設仮勘定 12,837,210

設備勘定（有形） 269,455,194

‐３‐



様式第３（第５条関係）

　第１表

超　過　利　潤　計　算　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額

10,778,145

託送供給関連部門の営業外費用（その他に限る）（②） 546,335

託送供給関連部門の営業外収益（雑収入を除く）（③） 406,382

託送供給関連部門の特別損益（④） -

その他調整額（⑤＝⑥＋⑦） 1,059,637

補償料等収入（⑥） 1,083,365

最終保障供給取引損益（⑦） -23,728

9,858,461

調整後税引前託送供給関連部門当期純利益に係る法人税等（⑨） 2,760,369

7,098,092

託送供給関連部門事業報酬額（⑪） 9,648,837

減少事業報酬額（⑫） -

託送供給関連部門の営業外費用（資金調達に限る。）（⑬） 2,443,152

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（⑭＝⑩－⑪＋⑫＋⑬） -107,593

うち想定原価と実績費用との乖離額 -1,891,634

税引前託送供給関連部門当期純利益（又は税引前託送供給関連部門当期純損失）（①）

調整後税引前託送供給関連部門当期純利益（又は調整後税引前託送供給関連部門当期純損
失）
（⑧＝①＋②－③－④－⑤）

調整後託送供給関連部門当期純利益（又は調整後託送供給関連部門当期純損失）
（⑩＝⑧－⑨）

‐４‐



様式第３（第５条関係）

　第２表

超　過　利　潤　累　積　額　管　理　表

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額 備　　考

前期超過利潤累積額（又は前期欠損累積額）（①） -2,059,354

（うち前期乖離額累積額）（⑦） -21,206,373

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（②） -107,593

（うち想定原価と実績費用との乖離額）（⑧） -1,891,634

還元額（③） -

 当期超過利潤累積額（又は当期欠損累積額）（④＝①＋②－③） -2,166,947

（うち当期乖離額累積額）（⑨＝⑦＋⑧） -23,098,007

一定水準額（⑤） 27,924,505

一定水準超過額（⑥＝④－⑤） -

(注)一定水準額は、様式第２の託送資産明細書の本支管投資額実績表中「直近実績」の５年平均額を適用している。

‐５‐



様式第３（第５条関係）

　第３表

導管投資額明細表（一般ガス導管事業者）

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 当期投資額 備　　考

高　　圧　　導　　管 6,702,931 尼崎・久御山ライン（兵庫県尼崎市東難波町～京都府久世郡久御山町）

中　　圧　　導　　管 4,538,397
奈良県磯城郡田原本町千代～奈良県磯城郡田原本町三笠
滋賀県長浜市小谷丁野町～滋賀県長浜市小谷丁野町
大阪府大阪市住之江区平林南1丁目～大阪府大阪市住之江区平林北2丁目　等

　　　計 11,241,328

‐６‐



様式第３（第５条関係）

　第４表

内　部　留　保　相　当　額　管　理　表

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

２０２２年４月　１日から

２０２３年３月３１日まで

（単位：千円）

項　　目 金　　額

前期末内部留保相当額　　　　　 （①） -83,539,300

当期超過利潤額（又は当期欠損額）（②） -107,593

還元額　　　　　　　　　　　 　（③） -

当期導管投資額（又は当期特定導管投資額）（④） 11,241,328

当期内部留保相当額（⑤＝①＋②－③－④） -94,888,221

還元義務額残高：

備　　考

‐７‐



様式第３（第５条関係）

　第５表

乖　離　率　計　算　書

事業者名　大阪ガスネットワーク株式会社　

項　　目 値 備　　考

想定原価（千円）（①） 566,426,488

想定需要量（千m3）（②） 25,160,166

想定単価（円/m3）（③=①/②） 22.51

実績費用（千円）（④） 585,628,620

実績需要量（千m3）（⑤） 23,896,453

実績単価（円/m3）（⑥=④/⑤） 24.51

乖離率（％）（⑥/③-1）×100 8.86

　想定原価及び想定需要量は、2018年10月から2021年9月までの3年の合計とした。

　実績費用及び実績需要量は、2020年4月から2023年3月までの3年の合計とした。

（注）必要に応じ、金額の算定根拠を脚注として記載すること。

‐８‐


